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国立研究開発法人物質・材料研究機構 
業務受託等経費の算定及び配分に関する要領 

 
平成１５年３月１３日 

幹部会申し合わせ 

改正：平成１８年 ３月２８日 

改正：平成２４年 １月１６日 

改正：平成２４年 ７月３１日 

改正：平成２７年 ３月２４日 

改正：平成２８年 ４月２０日 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、国立研究開発法人物質・材料研究機構（以下「機構」という。）が

業務受託等を行う場合に外部の機関から受け取る経費（以下「受託等経費」という。）

の算定及び受け取った受託等経費の配分にあたって必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（対象とする受託等経費） 

第２条 この要領の対象とする受託等経費は、「国立研究開発法人物質・材料研究機構業

務受託規程」（平成１３年７月１２日 １３規程第６３号）に定める業務受託において、

委託者から受け取る受託料をいう。 

（経費区分） 

第３条 受託等経費は、次の２種類に区分する。 

(1) 直接経費 

(2) 間接経費 

（直接経費） 

第４条 直接経費は、業務受託等の実施のために必要な直接的な経費とする。 

２ 直接経費の算定基準は、別紙に定める。 

（間接経費） 

第５条 間接経費は、機構の研究能力の涵養、事務取扱、業務管理等、業務受託等の実施

のために必要な間接的な経費とする。 

２ 間接経費の額は、直接経費の３０％とする。 

（受取額） 

第６条 受託等経費の総額は、直接経費と間接経費の合計額とする。 

２ 実際に機構が受け取る額は、前項の合計額に消費税額を加えた額とする。 

（受託等経費の配算） 

第７条 機構が受け取った受託等経費のうち、直接経費相当分（消費税額を含む。）につ

いては当該業務受託等を実施する研究ユニットに配算し、間接経費相当分（消費税額を

含む。）については機構において別途調整のうえ、関係部門に配算する。 

（研究ユニットにおける受託等経費の使用） 
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第８条 受託等経費の配算を受けた研究ユニットは、その使用にあたり、次の各号に定め

る事項を遵守しなくてはならない。 

(1) 当該業務受託等の実施に必要な経費として使用すること。 

(2) 定年制職員の人件費として使用できないが、任期制職員の人件費として使用する場

合には、「国立研究開発法人物質・材料研究機構任期制職員給与規程（平成１８年３

月３１日 １８規程第３号）」によること。 

(3) 使用方法、使用目的等について、当該経費を支出した外部の機関との間に合意があ

る場合には、その合意にしたがって使用すること。 

（受託等経費の適正な経理処理） 

第９条 受託等経費の経理処理は「独立行政法人会計基準」に準拠して適正に行うこと。 

（適用除外） 

第１０条 機構は、次の各号のいずれかに該当するときは、この要領の全部又は一部を該

当案件に対して適用しないことができる。 

(1) 国、政府関係機関、国立研究開発法人、国立大学法人若しくは地方公共団体等の公的

機関又は外国研究機関からの業務受託等である場合 

(2) その他、特別な事情があると機構の認める場合 

（改正） 

第１１条 この要領は、業務受託等の制度の変動等により、適宜、改正する。 
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別紙 

直接経費算定基準 

 

直接経費の額は、次の各項目毎に積算して得た額の合計額とする。 

 

１．人件費 

（１）研究員を確保する場合は、「国立研究開発法人物質・材料研究機構定年制職員給与

規程（平成１３年４月２日 １３規程第９号）」に基づく額に、社会保険料等の事業主

負担分及び退職手当相当分を加えた額を基本とし、グループリーダー等の役職別に、１

時間又は１日あたりの単価を算出して積算する。 

（２）特別研究員等の任期制職員を確保する場合は、「国立研究開発法人物質・材料研究

機構任期制職員給与規程（平成１８年３月３１日 １８規程第３号）」に基づく額に、

社会保険料等の事業主負担分及び退職手当相当分を加えた額を基本とし、相当する定年

制職員の役職の別に、１時間又は１日あたりの単価を算出して積算する。 

 

２．機械器具費、什器費、備品費 

取得価格が５０万円以上の機械器具、什器、備品について、品目別に取得予定価格

を算定して積算する。 

 

３．消耗品費 

受託業務等に使用される消耗品について、品目別に取得予定価格を算定して積算す

る。 

 

４．装置等及び施設使用料 

当該受託業務等の実施にあたって、直接使用する取得価格５０万円以上の機械器具、

什器、備品、施設等について、その使用日数に応じた償却額を算定して積算する。 

 

５．旅費 

当該受託業務等を実施するにあたって、直接必要となる旅費を「国立研究開発法人

物質・材料研究機構旅費規程（１３規程第１２号）」に基づき積算する。 

 

６．技術指導料・技術相談料 

技術指導及び技術相談の対価としての額は、相手方との協議により算出する。 

 

７．その他経費 

上記以外の経費で、当該受託業務等を実施するにあたって、直接必要となる経費に

ついては、その具体的な内容について項目毎に算定する。 

 


